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２．基本事業の目的と成果把握

４．施策の基本情報

５．施策全体の総括・今後の課題・今後の方向性
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・太陽光発電ｼｽﾃﾑの林地や自然豊かな地への設置による災害や自然環境保護に対する懸念
や､住宅地への設置による光害､騒音の発生､さらに､景観への影響等が指摘されている。 
・国は、パリ協定に定める目標等を踏まえ、2020年10月に「2050年カーボンニュートラル」宣言し
た。これに伴い、2030年度で2013年度比26％削減するとの目標が掲げられていた温室効果ガ
スの排出量を令和3年4月に46％削減に修正した。 
・令和3年5月の地球温暖化対策推進法改正に伴い、国・地方脱炭素実現会議において「地域
脱炭素ロードマップ」が策定された。地方においても地方創生に資する地域脱炭素の実現を図
るための基本理念の新設と地域の再生エネルギーを活用した脱炭素化を促進する具体的方針
を定めることが求められている。 
・「エネルギーの地産地消」として、地域内で作られた電力を地域で消費する取組が各地で行わ
れている。 
・令和5年5月に気候変動適応法が一部改正され、「緩和策」とともに「適応策」への取組強化が
求められている。

・省エネルギー型の電気製品・電気設備
等の導入に努める。 
・太陽光発電システムの設置に努める。 
・エネルギー効率に優れた次世代自動
車（EV・FCV・PHEV・HV等）の導入に努
める。 
・グリーン電力の購入に努める。 
・省エネルギーにつながる行動をとる。

・省エネルギー型の電気製品・電気設
備等の導入に努める。 
・太陽光発電システムを適切に設置
し、適正に管理する。 
・グリーン電力の購入に努める。 
・省エネルギーにつながる事業活動行
動をする。 
・地球温暖化防止に向け、環境に配慮
した事業活動や製品の開発に取り組
む。

・再生可能エネルギー設備と省エネル
ギー製品の導入を推進する。 
・市有施設での、節電を行う。 
・公用車への次世代自動車（EV・FCV・
PHEV・HV等）導入を推進する。 
・市民、事業者に対し、再生可能エネル
ギー活用や省エネルギー推進について
啓発を行う。 
・地球温暖化防止に関する啓発を行う。

・「ZEH化補助金」により217件の再エネ設備導入を支援することで、一般家庭における普及拡大を図るこ
とができた。また、6月に「省エネ家電購入支援補助金」を創設し、1,205件の申請を受け付けることで、省
エネ対策と電気料金節約を支援することができた。今後も支援を継続し、目標未達成となっている市内
からの更なるCO2排出量削減に結びつけていきたい。
・市内の認知発電量は目標値を達成しているが、公共施設における更なる発電量の増加と電力の自給
自足を図るため、令和4年度に実施した導入可能性調査で選定した12施設のうち、２施設に第三者所有
モデルを活用した太陽光発電設備の導入を図ることができた。今後も未調査の市有施設への設置可能
性調査を実施し、更なる導入に繋げたい。
・市民への更なる省エネ対策の浸透を図るため、周知チラシや市ホームページ等により身近なことから
できる省エネ・節電の取組啓発を行った。目標値達成に向け、今後も、啓発方法等をアップデートしなが
ら取組を粘り強く継続していくことが必要である。
・「ゼロカーボンシティさの実現に向けたロードマップ」を策定し、３月末に公表することができた。今後は
ロードマップに位置づけた各種取組を本格化していくことが求められる。
・木質バイオマス発電をはじめ、民間活力を活用した再エネ導入の可能性について国の支援策を研究し
た。今後は、国の支援策活用を前提に可能性調査に着手する予定である。
・｢自然環境等と再生可能エネルギー発電設備設置事業との調和条例｣に基づき、届出､許可､適正管理
等の事務を行った。今後も促進・抑制の均衡を図りつつ、引続き促進区域の検討や周辺環境に配慮し
た設置への働きかけ強化が必要である。
・施策全体の令和5年度決算額は8,589万2千円で、対前年比約467.2％、約6,750万円の増額となった。
主な要因としては、ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス化支援事業の倍増や、令和5年6月に新設した省エ
ネ家電購入支援事業の皆増によるものが大きい。なお、事務事業の見直しにより令和5年度からカーボ
ンニュートラル推進事業、公共施設LED照明整備事業が追加された。

【令和６年度で解決する課題】
・市有施設への再エネ設備導入に向けた可能性調査の実施
・市内のバイオマス資源を活用した発電可能性の調査
・ゼロカーボンシティさの推進体制の確立

【令和７年度以降にも引き継がれる課題】
①再生可能エネルギーの普及促進
②市民の省エネルギー及び温室効果ガス削減に関する意識向
上
③市有施設における省エネルギー対策の推進及び再生可能エ
ネルギー設備の導入
④本市の資源を活かした民間活力による再生可能エネルギーの
導入
⑤自然環境等に配慮した再生可能エネルギー設備の設置
⑥カーボンニュートラル推進に向けた地域脱炭素化促進区域の
設定

【令和７年度重点課題】
⑦第三者所有モデルを活用した太陽光発電設備の導入
⑧ゼロカーボンシティさの実現に向け官民を挙げた取組の展開を
図る「プラットフォーム組織」の設置

①再生可能エネルギーの更なる普及促進のため、現行の補助制
度等のほかに、市民・事業者に向けた新たな支援策について検討
する。
②「COOL CHOICE」「デコ活」などの省エネルギーの推進に関する
取組について、引き続き粘り強い取組啓発を行うほか、脱炭素ライ
フスタイルの実践に向けた行動変容を促進させるため、市民や事
業者等とともに実施できる新たな取組（イベント・表彰制度・アプリ
活用等）を検討する。
③市有施設における電気使用量削減や、公用車のEV導入等に向
けた更なる取組を進めるとともに、設置可能な施設から順次、再生
可能エネルギー設備等の導入を進める。
④山林や農地等を活用した、民間活力による新たな再生可能エネ
ルギー発電設備の導入に関する情報提供や相談体制の充実を図
る。
⑤「自然環境等と再生可能エネルギー発電設備設置事業との調和
条例」の周知を徹底し、適正な運用を図る。
⑥地域脱炭素化促進事業の促進区域の設定に向けた検討を行
う。
⑦市内事業所に率先し、公共施設において第三者所有モデル
(PPA)活用による再生可能エネルギー設備の導入を促進する。
⑧市、市民、事業者等による情報共有や協働した取組を推進する
ための組織を設置し、参画者の拡大を図る。
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施策の成果実績と施策の基本情報及び施策コストに関する全体総括 今後の課題 今後の方向性

政策体系
施策主管課長

気候変動対策課

関塚　智幸

施策の目的
「対　象」

①市民 
②事業者

①
市内の認知発電量（再生可能エネル
ギー＋廃棄物発電）

百万kwh

②
節電やアイドリングストップなど省エ
ネルギーを実践している市民の割合

％

③
市内からのCO2排出量

千t-CO2

成果指標の
取得方法

④

①
市内の太陽光設置
許可及び届出件数

社会情勢変化、国・県の動向、市民・議会意見等 施策の成果向上に向けての役割分担

市民 事業所 行政

・省エネルギーへの関心を高めるため、「COOL CHOICE SANO」の普及啓発を図るほか、市民
や事業者とともに実施できる新たな取組　（ＣＯ２排出量の見える化）を検討する。
・地域から搬出される間伐材等を活用した木質バイオマス発電をはじめ、　民間活力を活用した
再生可能エネルギーの導入可能性について検討するとともに国の支援策を研究する。
・カーボンニュートラルに向けたロードマップを作成する。
・地域脱炭素化促進事業の促進区域設定に向けた協議会を立ち上げる。
・再生可能エネルギーの普及促進のための新たな支援策について検討する。
・「自然環境等と再生可能エネルギー発電設備設置事業との調和条例」の周知を徹底するほ
か、施設の管理不十分な事業所へ指導し改善を図る。特に　中山間地域における太陽光発電設
備の設置については、周辺環境に配慮した事業の実施となるよう事業者への働きかけを強化す
る。
・市有施設における電気使用量削減等の省エネルギーへの取組を推進するとともに、再生可能
エネルギー設備導入の可否に関するポテンシャル調査を実施する。

取組
方針

【施策の取組方針達成状況】
・「COOL CHOICE SANO」の普及を図るため、啓発チラシ配布やホームページ上での動画公開などによ
る取組啓発とともに、出前講座等の開催により、再生可能エネルギーの普及や省エネルギー対策の実践
を呼びかけた。（気候変動対策事業）
・「エコドライブコンテスト」や「CO2削減量見える化シート作成」など、市民や事業者とともに実施できる新
たな取組を検討し、令和６年度の事業化に結びつけることができた。（気候変動対策事業）
・地域から搬出される間伐材等を活用した木質バイオマス発電をはじめ、　民間活力を活用した再生可能
エネルギーの導入について、国・県や近隣市の動向等を調査し、国の支援策を活用したポテンシャル調
査の実施を検討した。（バイオマス活用事業）
・本市のカーボンニュートラル推進に向け、「ゼロカーボンシティさの実現に向けたロードマップ」を策定し、
ロードマップに基づくアクションプランを作成した。（カーボンニュートラル推進事業）
・地域脱炭素化促進事業の促進区域設定に向け、当初第１四半期に予定していた栃木県の基準作成が
年度末まで遅れたため、本市においても協議会を立ち上げることができなかった。（気候変動対策事業）
・再生可能エネルギーの普及促進のため、「ZEH化補助金」のほか、市民・事業者に向けた新たな支援策
の創設について検討を行った。（ネット・ゼロ・エネルギー・ハウス化支援事業）
・「自然環境等と再生可能エネルギー発電設備設置事業との調和条例」に基づき、届出、許可、適正管理
等の指導を行った。中山間地域への設置事業者には、相談段階から周辺環境に配慮するよう強く働きか
けを行った。（再生可能エネルギー発電設備審査事務）
・市有施設における省エネルギー対策の取組管理を行った。また、消防本部２施設において再生可能エ
ネルギー設備の導入を図ることができた。ポテンシャル調査は実施できなかった。（佐野市エネルギー管
理事業・市有施設再生可能エネルギー発電設備導入事業）
【施策・基本事業の成果指標達成状況】
・施策に係る成果は、「市内の認知発電量」は目標値を大きく上回ることができているが、「節電やアイドリ
ングストップなど省エネルギーを実践している市民の割合」及び「市内からのＣＯ₂排出量」についてはいず
れも目標未達成となっている。
・基本事業に係る成果指標は、いずれの指標も前年度より上昇しているものの、未達成となっている。

成果
指標

一部未達成

全て未達成
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実績 実績

全て達成

一部未達成

全て未達成

３．施策の目標達成度評価
令和５年度施策の取組方針 施策の取組方針・成果指標達成状況

全て達成

目標 目標

実績 実績

目標 目標

実績 実績

目標 目標

実績 実績

目標 目標

実績 実績

目標 目標

実績 13.5 16.2 実績

目標 16.0 17.0 18.0 19.0 目標

実績 0 0 実績 2 4

目標 1 1 1 1 目標 15 16 17 18

件 ①
節電効果の高い家
電の積極導入割合

％
実績 27 48 実績 45.6 48.8

R6 R7

目標 81 82 83 84 目標 52.0 53.0 54.0 55.0

実績

基本事業名 対象 意図 成果指標 区分単位 R4 R5 R6 R7 基本事業名 対象 意図 成果指標 区分単位 R4 R5

資源エネルギー庁固定価格買取制度情報公表資料（市町村別導入容量）

実績 1,727 1,755 市政に関するアンケート調査

目標 気候変動対策課資料

実績 46.8 45.7

目標 1,424 1,355 1,285 1,216

この施策によって、「対象」をどういう状態にするのか 成果指標（意図の達成度を表す指標） 区分 単位 R4 R5 R6 R7

目標 223.4 231.7 240.3 249.2①②再生可能エネルギーを積極的に導入する。 
①②省エネルギー対策を行う。 実績 363.7 370.4

目標 47.0 50.0 51.0 52.0

施策関係課 財産活用課、市民生活課、環境政策課、産業政策課、農政課、農山村振興課、教育総務課

１．施策の目的と成果把握
この施策は、誰、何を対象としているか 対象指標 単位 R4 R5 R6 R7

成果指標
設定の考え方

①二酸化炭素の大幅な削減に貢献する再生可
能エネルギーの普及状況を把握するため、指標
とした。 
②省エネルギーに対する市民の意識と具体的
行動の状況を把握するため、指標とした。 
③再生可能エネルギーの活用と省エネルギー
の取組は、CO2排出量の削減につながるもので
あるため指標とした。

施策の目的
「意　図」

市人口 人 115,700 114,695

事業所数（H28・R3経済センサス調査） 事業所 6,236 5,884

基本目標名 6 美しい自然、環境と調和するまちづくり
政　策　名 2 地球環境に配慮したまちづくり
施　策　名 1 再生可能エネルギーの活用と省エネルギー対策の推進

令和６年度　施策・基本事業マネジメントシート　（令和５年度実績に基づく評価） 作成日 令和 6 年 7 月 30 日


